
小山町空家等対策計画 【概要版】
Ⅰ 計画の策定

Ⅱ 空家等の現状

Ⅳ 取組の基本方針と具体的施策

Ⅴ 計画の推進

※「空家等」とは・・・（法第２条１項）
建築物又はこれに付属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態で
あるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。

※「特定空家」とは・・・（法第２条２項）

①倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態
（例） 建築物の著しい傾斜、基礎の破損、屋根・外壁の脱落、飛散
②著しく衛生上有害となるおそれのある状態
（例） 浄化槽等からの汚物の流出、臭気の発生、ごみ放置、不法投棄
③適切な管理が行われないことにより著しく景観を損なっている状態
（例） 屋根、外壁等への落書き、多数の窓ガラス破損、立木の繁茂
④その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態
（例） 住みついた動物のふん尿による臭気、不特定多数の者が容易に侵入可能

２ 対象とする空家等

① 区長会、町民等から情報提供のあったもの

② 所有者から利活用や除却等について相談のあったもの

③ その他、町の調査等で把握したもの

３ 対象地区

小山町全域

４ 計画期間

平成28年度～平成31年度

１ 策定の趣旨
空家等対策の推進に関する特別措置法の施行を契機に、空家等の利活用と特定空家
等の解消の両面から総合的な対策を講じ、着実に推進する。

Ｈ28.10.末現在

30戸

分 類
町内地域区分

計
成美 明倫 足柄 北郷 須走

Ａ 利活用が可能 ４ ０ ０ １ ５ １０

Ｂ 利活用が困難 ６ １ ０ １ ２ １０

Ｃ 危険な状態等であるが、周囲
へ影響が及ぶおそれがない

１ １ ０ ０ ２ ４

Ｄ 危険な状態等であり、周囲へ
影響が及ぶおそれがある

３ ０ １ ０ ２ ６

計 １４ ２ １ ２ １１ ３０

●空家等の調査結果（Ｈ28.10.末現在）

１ 所有者等の責任

空家等の管理は第一義的には所有者の責任において行われるべき。

２ 本町の取組

・利活用が可能な空家等は、地方創生（移住・定住の促進、創業支援）の観点から、

積極的に活用。

・特定空家等は、公益確保の観点から、所有者等に対し改善を促す。

基本方針 目標指標 具体的施策

１ 空家等の発生予
防及び適切な管
理の促進

・町民等からの空家等に関する
相談への対応率 ： 100％

（１）ワンストップ窓口の設置

・Ｈ28.9 おやまで暮らそう課に設置

（２）町民等への啓発
・空家等の管理の重要性等に関し、広報おやま、ホームページでＰＲ

（３）所有者等に対する助言・指導
・不動産バンク、各種補助制度、空家管理ビジネス等の周知・活用

２ 空家等の調査及
び情報管理

・区長会を通じた空家等の情報
収集 ：毎年１回
・空家等の情報に基づく現地調
査 ：情報収集後１カ月以内

（１）空家等の情報収集
・区長会への調査、町民等からの情報提供

（２）現地調査等の実施
・情報のあった空家等に対する現地調査⇒Ａ～Ｄに分類

（３）空家等データベースの構築
・空家等の所在地、所有者、現況、助言・指導の状況を整理

３ 空家等の利活用
促進

・不動産バンク登録件数（累計）：
78件（Ｈ28.10）⇒100件（Ｈ32.3）

（１）不動産バンクの活用
・所有者へ登録を促し、ホームページでＰＲ

（２）各種補助制度の活用
・定住促進事業助成金、危険空き家解体事業補助金 等

（３）多様な利活用方策の検討・実施
・町による借り上げの検討（創業者支援、町営住宅等として活用）

４ 特定空家等の解
消

・特定空家等に対する措置（助
言・指導）の着手時期 ：認定後
１カ月以内

（１）立入調査の実施
・Ｄ区分の空家等に対し、立入調査を実施

（２）特定空家等の認定
・立入調査の結果及び協議会での協議を踏まえ、町長が認定

（３）特定空家等に対する措置
・協議会での協議を踏まえ、助言、指導、勧告、命令、代執行を実施

１ 推進体制

２ 効果の検証と計画の見直し
毎年度、施策の実施状況等を空家等対策協議会に報告し、効果を検証、計画を見直し
（ＰＤＣＡサイクルの推進）

推進組織 構 成

ワンストップ窓口 おやまで暮らそう課

空家等連絡調整会議 おやまで暮らそう課、総務課、税務課、住民福祉課、建設課、都市整備課、上下水道課、防災課、消防署

空家等対策協議会 町長、地域住民、議長、学識経験者（法務、不動産、建築）、県、警察署、消防署

空家等対策協力隊 空家等の対策に協力し、現場で活動する事業者等

Ⅲ 基本的な考え方

立入調査

【特定空家等に対する措置の流れ】

認 定 助言・指導 勧 告※ 行政代執行命 令

略式代執行

協議会 協議会 協議会 協議会

（所有者等を確知できない場合）

※固定資産税等の住宅用地特例除外

意見 意見 意見 意見


